
 

第８０号議案 

 

 

   府中市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

令和 ５ 年 ９ 月 １ 日 

 

               提出者 府中市長 高 野 律 雄 

 

 

 

 

 

 

（説明） 

パートナーシップ関係の相手方を有する市職員の勤務時間、休暇等の取扱いの

見直しに伴い、所要の改正を行うものであります。 
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府中市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 （府中市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 府中市職員の給与に関する条例（昭和２９年６月府中市条例第２７号）

の一部を次のように改正する。 

  第８条第２項第１号中「同じ。）」の次に「又は東京都オリンピック憲章にう

たわれる人権尊重の理念の実現を目指す条例（平成３０年東京都条例第９３号）

第７条の２第２項の規定による証明若しくは同条第１項の東京都パートナーシ

ップ宣誓制度と同等の制度であると市長が認める地方公共団体のパートナーシ

ップに関する制度による証明を受けたパートナーシップ関係の相手方であつ 

て、同居し、かつ、生計を一にしているもの」を加える。 

（府中市職員旅費支給条例の一部改正） 

第２条 府中市職員旅費支給条例（昭和２９年６月府中市条例第２８号）の一部

を次のように改正する。 

  第２条第４号中「含む。）」の次に「又は東京都オリンピック憲章にうたわれ

る人権尊重の理念の実現を目指す条例（平成３０年東京都条例第９３号）第７

条の２第２項の規定による証明若しくは同条第１項の東京都パートナーシップ

宣誓制度と同等の制度であると市長が認める地方公共団体のパートナーシップ

に関する制度による証明を受けたパートナーシップ関係の相手方であつて、同

居し、かつ、生計を一にしているもの」を加える。 

（府中市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部改正） 

第３条 府中市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成１１年３月府

中市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

  第８条第１項中「同じ。）」の次に「又は東京都オリンピック憲章にうたわれ

る人権尊重の理念の実現を目指す条例（平成３０年東京都条例第９３号）第７

条の２第２項の規定による証明若しくは同条第１項の東京都パートナーシップ

宣誓制度と同等の制度であると市長が認める地方公共団体のパートナーシップ

に関する制度による証明を受けたパートナーシップ関係の相手方であって、同

居し、かつ、生計を一にしているもの（以下「パートナーシップ関係の相手方」
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という。）」を加え、同条第２項中「、配偶者」の次に「若しくはパートナーシ

ップ関係の相手方」を、「同じ。）」の次に「又は東京都オリンピック憲章にうた

われる人権尊重の理念の実現を目指す条例（平成３０年東京都条例第９３号）

第７条の２第２項の規定による証明若しくは同条第１項の東京都パートナーシ

ップ宣誓制度と同等の制度であると市長が認める地方公共団体のパートナーシ

ップに関する制度による証明を受けたパートナーシップ関係の相手方であっ 

て、同居し、かつ、生計を一にしているもの（以下「パートナーシップ関係の

相手方」という。）」を加える。 

  第１６条第３項第２号中「配偶者」の次に「又はパートナーシップ関係の相

手方」を加え、同項第３号ア及びイ中「配偶者」の次に「若しくはパートナー

シップ関係の相手方」を加え、同条第４項第１号中「配偶者」の次に「若しく

はパートナーシップ関係の相手方」を加え、同項第２号中「の配偶者」の次に

「若しくはパートナーシップ関係の相手方」を、「当該配偶者」の次に「又はパ

ートナーシップ関係の相手方」を加え、同条第５項第５号ア及びイ並びに第７

項第１号及び第２号中「配偶者」の次に「又はパートナーシップ関係の相手方」

を加える。 

第１９条第１項中「配偶者」の次に「若しくはパートナーシップ関係の相手

方」を加える。 

 （府中市職員退職手当条例の一部改正） 

第４条 府中市職員退職手当条例（平成２５年３月府中市条例第１７号）の一部

を次のように改正する。 

  第４条第１項第１号中「含む。）」の次に「又は職員の死亡の当時において、

東京都オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の理念の実現を目指す条例（平

成３０年東京都条例第９３号）第７条の２第２項の規定による証明若しくは同

条第１項の東京都パートナーシップ宣誓制度と同等の制度であると市長が認め

る地方公共団体のパートナーシップに関する制度による証明を受けたパートナ

ーシップ関係の相手方であって、同居し、かつ、生計を一にしているもの（第

１６条において「パートナーシップ関係の相手方」という。）であった者」を加

える。 
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  第１６条第８項第２号中「含む。）」の次に「又はパートナーシップ関係の相

手方」を加え、同項第５号中「同条第２項」の次に「（パートナーシップ関係の

相手方のある職員に対する同項の規定の適用については、同項中「親族」とあ

るのは、「親族又はパートナーシップ関係の相手方」とする。）」を加える。 

 （府中市ボートレース企業局職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改

正） 

第５条 府中市ボートレース企業局職員の給与の種類及び基準に関する条例（令

和４年１２月府中市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

  第５条第２項第１号中「同じ。）」の次に「又は東京都オリンピック憲章にう

たわれる人権尊重の理念の実現を目指す条例（平成３０年東京都条例第９３号）

第７条の２第２項の規定による証明若しくは同条第１項の東京都パートナーシ

ップ宣誓制度と同等の制度であると管理者が認める地方公共団体のパートナー

シップに関する制度による証明を受けたパートナーシップ関係の相手方であっ 

て、同居し、かつ、生計を一にしているもの（第９条において「パートナーシ

ップ関係の相手方」という。）」を加える。 

  第９条中「配偶者」の次に「又はパートナーシップ関係の相手方」を加える。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年１１月１日（次項において「施行日」という。）から施

行する。 

（退職手当に関する経過措置） 

２ 第４条の規定による改正後の府中市職員退職手当条例第１６条第８項の規定

は、施行日以後に支給すべき事由が生じた同項の退職手当について適用し、施

行日前に支給すべき事由が生じた同項の退職手当については、なお従前の例に

よる。 



参 考（第１条関係） 

府中市職員の給与に関する条例新旧対照（抜粋） 

（   は、改正部分） 
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新 旧 

 （扶養手当）  （扶養手当） 

第８条 省 略 

２ 省 略 

(1) 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下同じ。）又は東京都オリンピッ

ク憲章にうたわれる人権尊重の理念の実現を目指す条

例（平成３０年東京都条例第９３号）第７条の２第２

項の規定による証明若しくは同条第１項の東京都パー

トナーシップ宣誓制度と同等の制度であると市長が認

める地方公共団体のパートナーシップに関する制度に

よる証明を受けたパートナーシップ関係の相手方であ

つて、同居し、かつ、生計を一にしているもの 

第８条 省 略 

２ 省 略 

(1) 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下同じ。） 

(2)～(6) 省 略 (2)～(6) 省 略 

３～６ 省 略 ３～６ 省 略 

付 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和５年１１月１日（次項において「施

行日」という。）から施行する。 

 

２ 省 略  



参 考（第２条関係） 

府中市職員旅費支給条例新旧対照（抜粋） 

（   は、改正部分） 

- 2 - 

新 旧 

（用語の意義） （用語の意義） 

第２条 省 略 第２条 省 略 

(1)～(3) 省 略 (1)～(3) 省 略 

(4) 遺族 職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある者を含む。）又は東京都オリンピ

ック憲章にうたわれる人権尊重の理念の実現を目指す

条例（平成３０年東京都条例第９３号）第７条の２第

２項の規定による証明若しくは同条第１項の東京都パ

ートナーシップ宣誓制度と同等の制度であると市長が

認める地方公共団体のパートナーシップに関する制度

による証明を受けたパートナーシップ関係の相手方で

あつて、同居し、かつ、生計を一にしているもの、子、

父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹並びに職員の死亡当時

職員と生計を一にしていた他の親族をいう。 

(4) 遺族 職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある者を含む。）、子、父母、孫、祖

父母及び兄弟姉妹並びに職員の死亡当時職員と生計を

一にしていた他の親族をいう。 

付 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和５年１１月１日（次項において「施

行日」という。）から施行する。 

 

２ 省 略  



参 考（第３条関係） 

府中市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例新旧対照（抜粋） 

（   は、改正部分） 
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新 旧 

 （育児又は介護を行う職員の深夜勤務の制限）  （育児又は介護を行う職員の深夜勤務の制限） 

第８条 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子 

のある職員（当該職員の配偶者（届出をしないが事実上

婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）又は

東京都オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の理念の

実現を目指す条例（平成３０年東京都条例第９３号）第

７条の２第２項の規定による証明若しくは同条第１項の

東京都パートナーシップ宣誓制度と同等の制度であると

市長が認める地方公共団体のパートナーシップに関する

制度による証明を受けたパートナーシップ関係の相手方

であって、同居し、かつ、生計を一にしているもの（以

下「パートナーシップ関係の相手方」という。）が、市の

規則で定める者に該当する場合を除く。）が当該子を養育

するために請求した場合には、公務の運営に支障がある

場合を除き、午後１０時から翌日の午前５時までの間に

おける勤務（第３項において「深夜勤務」という。）をさ

せてはならない。 

第８条 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子 

のある職員（当該職員の配偶者（届出をしないが事実上

婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）が、

市の規則で定める者に該当する場合を除く。）が当該子を

養育するために請求した場合には、公務の運営に支障が

ある場合を除き、午後１０時から翌日の午前５時までの

間における勤務（第３項において「深夜勤務」という。）

をさせてはならない。 

２ 前項の規定は、配偶者若しくはパートナーシップ関係 

の相手方又は２親等内の親族で疾病、負傷又は老齢によ

り日常生活を営むことに支障がある者（以下「要介護者」

という。）を介護する職員について準用する。この場合に

２ 前項の規定は、配偶者又は２親等内の親族で疾病、負

傷又は老齢により日常生活を営むことに支障がある者 

（以下「要介護者」という。）を介護する職員について準

用する。この場合において、前項中「小学校就学の始期



- 4 - 

新 旧 

おいて、前項中「小学校就学の始期に達するまでの子の

ある職員（当該職員の配偶者（届出をしないが事実上婚

姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）又は東

京都オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の理念の実

現を目指す条例（平成３０年東京都条例第９３号）第７

条の２第２項の規定による証明若しくは同条第１項の東

京都パートナーシップ宣誓制度と同等の制度であると市

長が認める地方公共団体のパートナーシップに関する制

度による証明を受けたパートナーシップ関係の相手方で

あって、同居し、かつ、生計を一にしているもの（以下

「パートナーシップ関係の相手方」という。）が、市の規

則で定める者に該当する場合を除く。）が当該子を養育す

る」とあるのは、「次項に規定する要介護者のある職員が

当該要介護者を介護する」と読み替えるものとする。 

に達するまでの子のある職員（当該職員の配偶者（届出

をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。以下同じ。）が、市の規則で定める者に該当する場合

を除く。）が当該子を養育する」とあるのは、「次項に規

定する要介護者のある職員が当該要介護者を介護する」

と読み替えるものとする。 

３ 省 略 ３ 省 略 

（育児休業） （育児休業） 

第１６条 省 略 第１６条 省 略 

２ 省 略 ２ 省 略 

３ 省 略 ３ 省 略 

(1) 省 略 (1) 省 略 

(2) 非常勤職員の配偶者又はパートナーシップ関係の相 (2) 非常勤職員の配偶者が当該非常勤職員の養育する子  
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新 旧 

手方が当該非常勤職員の養育する子の１歳到達日以前

のいずれかの日において当該子を養育するために育児

休業法その他の法律の規定による育児休業（以下「地

方等育児休業」という。）をしている場合において当該

非常勤職員が当該子について育児休業をしようとする

場合（当該育児休業の期間の初日とされた日が当該子

の１歳到達日の翌日後である場合又は当該地方等育児

休業の期間の初日前である場合を除く。） 当該子が１

歳２か月に達する日（当該日が当該育児休業の期間の

初日とされた日から起算して育児休業等可能日数（当

該子の出生の日から当該子の１歳到達日までの日数を

いう。）から育児休業等取得日数（当該子の出生の日以

後当該非常勤職員が労働基準法（昭和２２年法律第 

４９号）第６５条の規定による産前産後の休業又は第

１８条の規定により任命権者が定める妊娠出産休暇に

より勤務しなかった日数と当該子について育児休業を

した日数を合算した日数をいう。）を差し引いた日数を

経過する日より後の日であるときは、当該経過する日） 

の１歳到達日以前のいずれかの日において当該子を養

育するために育児休業法その他の法律の規定による育

児休業（以下「地方等育児休業」という。）をしている

場合において当該非常勤職員が当該子について育児休

業をしようとする場合（当該育児休業の期間の初日と

された日が当該子の１歳到達日の翌日後である場合又

は当該地方等育児休業の期間の初日前である場合を除

く。） 当該子が１歳２か月に達する日（当該日が当該

育児休業の期間の初日とされた日から起算して育児休

業等可能日数（当該子の出生の日から当該子の１歳到

達日までの日数をいう。）から育児休業等取得日数（当

該子の出生の日以後当該非常勤職員が労働基準法（昭

和２２年法律第４９号）第６５条の規定による産前産

後の休業又は第１８条の規定により任命権者が定める

妊娠出産休暇により勤務しなかった日数と当該子につ

いて育児休業をした日数を合算した日数をいう。）を差

し引いた日数を経過する日より後の日であるときは、

当該経過する日） 

(3) 省 略 (3) 省 略 

ア  当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常

勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業

ア  当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常

勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業
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又は当該非常勤職員の配偶者若しくはパートナーシ

ップ関係の相手方が同号に掲げる場合若しくはこれ

に相当する場合に該当してする地方等育児休業の期

間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である

場合にあっては、当該末日とされた日（当該育児休

業の期間の末日とされた日と当該地方等育児休業の

期間の末日とされた日が異なるときは、そのいずれ

かの日））の翌日（当該配偶者若しくはパートナーシ

ップ関係の相手方がこの号に掲げる場合又はこれに

相当する場合に該当して地方等育児休業をする場合

にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日とさ

れた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日と

する育児休業をしようとする場合 

又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若

しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育

児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達

日後である場合にあっては、当該末日とされた日（当

該育児休業の期間の末日とされた日と当該地方等育

児休業の期間の末日とされた日が異なるときは、そ

のいずれかの日））の翌日（当該配偶者がこの号に掲

げる場合又はこれに相当する場合に該当して地方等

育児休業をする場合にあっては、当該地方等育児休

業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児

休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場

合 

イ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳

到達日（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当

してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子

の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日と

された日）において育児休業をしている場合又は当

該非常勤職員の配偶者若しくはパートナーシップ関

係の相手方が当該子の１歳到達日（当該配偶者若し

くはパートナーシップ関係の相手方が同号に掲げる

イ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳

到達日（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当

してする育児休業の期間の末日とされた日が当該子

の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日と

された日）において育児休業をしている場合又は当

該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳到達日（当該

配偶者が同号に掲げる場合又はこれに相当する場合

に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされ
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場合又はこれに相当する場合に該当してする地方等

育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到

達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）

において地方等育児休業をしている場合 

た日が当該子の１歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日）において地方等育児休業

をしている場合 

ウ～エ 省 略 ウ～エ 省 略 

４ 省 略 ４ 省 略 

(1) 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日  

（当該非常勤職員の配偶者若しくはパートナーシップ

関係の相手方がこの項の規定に該当し、又はこれに相

当する場合に該当して地方等育児休業をする場合にあ

っては、当該地方等育児休業の期間の末日とされた日

の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児

休業をしようとする場合 

(1) 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日  

（当該非常勤職員の配偶者がこの項の規定に該当し、

又はこれに相当する場合に該当して地方等育児休業を

する場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末

日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初

日とする育児休業をしようとする場合 

 

(2) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６

か月到達日において育児休業をしている場合又は当該

非常勤職員の配偶者若しくはパートナーシップ関係の

相手方が当該子の１歳６か月到達日（当該配偶者又は

パートナーシップ関係の相手方がする地方等育児休業

の期間の末日とされた日が当該子の１歳６か月到達日

後である場合にあっては、当該末日とされた日）にお

いて地方等育児休業をしている場合 

(2) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６

か月到達日において育児休業をしている場合又は当該

非常勤職員の配偶者が当該子の１歳６か月到達日（当

該配偶者がする地方等育児休業の期間の末日とされた

日が当該子の１歳６か月到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日）において地方等育児休業を

している場合 
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(3)～(4) 省 略 (3)～(4) 省 略 

５ 省 略 ５ 省 略 

(1)～(4) 省 略 (1)～(4) 省 略 

(5) 省 略 (5) 省 略 

ア 配偶者又はパートナーシップ関係の相手方が負傷

又は疾病により入院した場合 

ア 配偶者が負傷又は疾病により入院した場合 

イ 配偶者又はパートナーシップ関係の相手方と別居

した場合 

イ 配偶者と別居した場合 

ウ 省 略 ウ 省 略 

(6)～(7) 省 略 (6)～(7) 省 略 

６ 省 略 ６ 省 略 

７ 省 略 ７ 省 略 

(1) 配偶者又はパートナーシップ関係の相手方が負傷又

は疾病により入院した場合 

(1) 配偶者が負傷又は疾病により入院した場合 

(2) 配偶者又はパートナーシップ関係の相手方と別居し

た場合 

(2) 配偶者と別居した場合 

(3) 省 略 (3) 省 略 

８ 省 略 ８ 省 略 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における

措置等） 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における

措置等） 
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第１９条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該

職員又はその配偶者若しくはパートナーシップ関係の相

手方が妊娠し、又は出産したことその他これに準ずる事

実を申し出たときは、当該職員に対して、育児休業に関

する制度その他の事項を知らせるとともに、育児休業の

承認の請求に係る当該職員の意向を確認するための面談

その他の措置を講じなければならない。 

第１９条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該

職員又はその配偶者が妊娠し、又は出産したことその他

これに準ずる事実を申し出たときは、当該職員に対して、

育児休業に関する制度その他の事項を知らせるととも

に、育児休業の承認の請求に係る当該職員の意向を確認

するための面談その他の措置を講じなければならない。 

２ 省 略 ２ 省 略 

付 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和５年１１月１日（次項において「施

行日」という。）から施行する。 

 

２ 省 略  



参 考（第４条関係） 

府中市職員退職手当条例新旧対照（抜粋） 

（   は、改正部分） 
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（遺族の範囲及び順位） （遺族の範囲及び順位） 

第４条 省 略 第４条 省 略 

(1) 配偶者（届出をしていないが、職員の死亡当時事実

上婚姻関係と同様の事情にあった者を含む。）又は職員

の死亡の当時において、東京都オリンピック憲章にう

たわれる人権尊重の理念の実現を目指す条例（平成 

３０年東京都条例第９３号）第７条の２第２項の規定

による証明若しくは同条第１項の東京都パートナーシ

ップ宣誓制度と同等の制度であると市長が認める地方

公共団体のパートナーシップに関する制度による証明

を受けたパートナーシップ関係の相手方であって、同

居し、かつ、生計を一にしているもの（第１６条にお

いて「パートナーシップ関係の相手方」という。）であ

った者 

(1) 配偶者（届出をしていないが、職員の死亡当時事実

上婚姻関係と同様の事情にあった者を含む。） 

(2)～(4) 省 略 (2)～(4) 省 略 

２～５ 省 略 ２～５ 省 略 

（失業者の退職手当） （失業者の退職手当） 

第１６条 省 略 第１６条 省 略 

２～７ 省 略 ２～７ 省 略 

８ 省 略 ８ 省 略 



 

- 11 - 

新 旧 

(1) 省 略 (1) 省 略 

(2) 前号に規定する公共職業訓練等を受けるため、その

者により生計を維持されている同居の親族（届出をし

ていないが、事実上その者と婚姻関係と同様の事情に

ある者を含む。）又はパートナーシップ関係の相手方と

別居して寄宿する者 雇用保険法第３６条第４項に規

定する寄宿手当の額に相当する額 

(2) 前号に規定する公共職業訓練等を受けるため、その

者により生計を維持されている同居の親族（届出をし

ていないが、事実上その者と婚姻関係と同様の事情に

ある者を含む。）と別居して寄宿する者 雇用保険法第

３６条第４項に規定する寄宿手当の額に相当する額 

 (3)～(4) 省 略  (3)～(4) 省 略 

(5) 公共職業安定所の紹介した職業に就くため、又は任

命権者が雇用保険法の規定の例により指示した同法第

５８条第１項に規定する公共職業訓練等を受けるた

め、その住所又は居所を変更する者 同条第２項（パ

ートナーシップ関係の相手方のある職員に対する同項

の規定の適用については、同項中「親族」とあるのは、

「親族又はパートナーシップ関係の相手方」とする。）

に規定する移転費の額に相当する額 

(5) 公共職業安定所の紹介した職業に就くため、又は任

命権者が雇用保険法の規定の例により指示した同法第

５８条第１項に規定する公共職業訓練等を受けるた

め、その住所又は居所を変更する者 同条第２項に規

定する移転費の額に相当する額 

(6) 省 略 (6) 省 略 

９～１３ 省 略 ９～１３ 省 略 

付 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和５年１１月１日（次項において「施  
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行日」という。）から施行する。 

（退職手当に関する経過措置）  

２ 第４条の規定による改正後の府中市職員退職手当条例

第１６条第８項の規定は、施行日以後に支給すべき事由

が生じた同項の退職手当について適用し、施行日前に支

給すべき事由が生じた同項の退職手当については、なお

従前の例による。 

 



参 考（第５条関係） 

府中市ボートレース企業局職員の給与の種類及び基準に関する条例新旧対照（抜粋） 

（   は、改正部分） 
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（扶養手当） （扶養手当） 

第５条 省 略 第５条 省 略 

２ 省 略 ２ 省 略 

(1)  配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。第９条において同じ。）又は東京都

オリンピック憲章にうたわれる人権尊重の理念の実現

を目指す条例（平成３０年東京都条例第９３号）第７

条の２第２項の規定による証明若しくは同条第１項の

東京都パートナーシップ宣誓制度と同等の制度である

と管理者が認める地方公共団体のパートナーシップに

関する制度による証明を受けたパートナーシップ関係

の相手方であって、同居し、かつ、生計を一にしてい

るもの（第９条において「パートナーシップ関係の相

手方」という。） 

(1) 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。第９条において同じ。） 

(2)～(6) 省 略 (2)～(6) 省 略 

（単身赴任手当） （単身赴任手当） 

第９条 単身赴任手当は、管理者が指定する公署への異動

に伴い、住居を移転し、父母の疾病、配偶者又はパート

ナーシップ関係の相手方の引き続きの就業その他管理者

が定めるやむを得ない事情により、同居していた配偶者

又はパートナーシップ関係の相手方と別居することとな

第９条 単身赴任手当は、管理者が指定する公署への異動

に伴い、住居を移転し、父母の疾病、配偶者の引き続き

の就業その他管理者が定めるやむを得ない事情により、

同居していた配偶者と別居することとなった職員で、当

該異動の直前の住居から当該異動の直後に在勤する公署
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った職員で、当該異動の直前の住居から当該異動の直後

に在勤する公署に通勤することが通勤距離等から困難で

あると認められるもののうち、単身で生活することを常

況とする職員に対して支給する。 

に通勤することが通勤距離等から困難であると認められ

るもののうち、単身で生活することを常況とする職員に

対して支給する。 

付 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和５年１１月１日（次項において「施

行日」という。）から施行する。 

 

２ 省 略  


